
資料１ 

職業能力開発の今後の在り方に関する研究会開催要綱 

 

１ 趣旨 

  資源の乏しい我が国にとって、経済社会の成長の最大の源泉は人的資本で

あり、人材力を高め、我が国を成長軌道に乗せるための職業能力開発施策へ

の期待が高まってきている。中でも特に、産業が求めるニーズに合った能力

開発の推進をはじめとした職業訓練制度の充実、個人が主体的にキャリア形

成を図っていくことができる体制整備、外部労働市場で活用のできる企業横

断、業界共通の能力評価制度の整備等労働市場インフラを戦略的に強化し、

人材の最適配置と最大活用を目指していくことが求められている。 

こうした労働市場インフラの戦略的強化のほか、今後の我が国の職業能力開

発の在り方について幅広く検討するため、「職業能力開発の今後の在り方に関

する研究会」を開催する。 

 

２ 検討事項 

  研究会においては、前記の趣旨を踏まえ、以下のような検討事項を中心に、

職業能力開発に係る幅広く現状の分析と将来課題に関し、意見交換するもの

とする。 

（１）産業界のニーズに合った職業能力開発の推進 

（２）個人主導のキャリア形成支援 

（３）外部労働市場型の職業能力評価制度の構築 

（４）ものづくり人材その他産業政策と連携した人材育成の推進 

（５）その他 

 

３ スケジュール 

  平成２６年６月から検討を開始し、同年９月を目処に最終的な取りまとめ

を行う。 

  なお、必要に応じ、中間的な取りまとめを行う。 

 

４ 参集者 

  別紙のとおり 

 

５ 研究会の運営 

（１）研究会は、厚生労働省職業能力開発局長が学識経験者の参集を求め、開

催する。 

（２）研究会の座長は、参集者の互選により選出する。 

（３）研究会の庶務は、職業能力開発局総務課において行う。 
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